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自治体病院の病院数や病床数を見ると, 図表１のとおり, 病院数については, 自治体病
院は, 全国の病院総数8,555に対し957と11.2％であるが, 病床数では, 病床総数1,575,733
に対し229,779と14.6％を占めており, １病院当たりの病床数が他の病院に比べ相対的に
多いことを示している。
一方, 自治体病院の中でも, 都道府県立や市立の病院は, 300床以上の大規模なものが





















実数 構成割合 実数 構成割合
総 数 8,555 100 1,575,733 100
国（国立病院機構, 国立大学法人等) 273 3.2 115,093 7.3
地方自治体
都道府県 212 2.5 56,715 3.6
市町村 668 7.9 143,538 9.1
地方独立行政法人 77 0.8 29,526 1.9
計 957 11.2 229,779 14.6
上記以外の法人（医療法人等) 6,998 81.8 1,199,483 76.1











へき地医療拠点病院 281 180 64.1 101 35.9 2012年１月１日現在
救命救急センター 256 93 36.3 163 63.7 2012年12月１日現在
災害拠点病院 657 280 42.6 377 57.4 2012年４月１日現在
感染症指定医療機関 574 287 50.0 287 50.0 2012年４月１日現在



































また, 消費税の改正も, 自治体病院の経営に大きな影響を与える。現行では, 病院が薬























このように自治体病院の経営は, 診療報酬, 消費税, 地方財政措置など外部要因に左右





組織は, 所有の次元と目的の次元から分類することができ, さらに, 所有の次元は私的
と公的, 目的の次元は営利と非営利に分けることができる3)。これらを組み合わせること
により, 私企業, 公企業, 非営利組織および行政機関の４つの類型を見出すことができる。

















われるとともに, PFI の活用, 民間譲渡など多様な展開が図られている。
総務省の調査では, 2011年度において地方公営企業法を適用している自治体病院は863
病院であるが, そのうち, 一部適用企業は442病院 (51.2％), 全部適用企業は354病院 (41.1
％), 指定管理者制度を導入しているのは67病院（7.8％）となっている。地方公営企業法
適用病院は, 2007年度の957から2011年度には863と, ４年間で9.8％減少しているが, 全






















地方自治体は, その経営する企業について, 条例を定めて政令に基づく基準に則り, 地
方公営企業法の規定のすべてを適用することができる。地方公営企業法のすべての規定が
適用される企業を全部適用企業と呼んでいる。全部適用企業では, 財務に関する規定が適









地方独立行政法人法では, 業務実績評価と情報公開が求められ, その業務範囲は, 大学,
病院, 試験研究機関などに限られている。総務省の2013年４月時点の調査では全国で111
















元の医師会, 医療法人, 日本赤十字社, 学校法人など多様である。中には, 病院職員が中
心となって設立した団体が指定管理者となっているケースも見られる。
２ 自治体病院の内部組織
病院の組織は, 一般に診療部門, 看護部門, 医療技術部門, そして事務部門で構成され
ている。診療部門は, 内科, 外科, 小児科などの診療科から成り, 医師や歯科医師がその
メンバーである。それぞれの診療科には部長, 医長等の職制が配置されている。看護部門
は, 看護師で構成され, その業務は医師の指示のもと患者の看護, あるいは診療補助にあ
たることである。看護部長を筆頭に副看護部長, 看護師長などの職制で編成されている病
院が多い。医療技術部門には, 薬剤部, リハビリテーション系統, 栄養系統, 放射線系統,
検査系統, 臨床工学系統などが属し, それぞれ薬剤師, 理学療法士, 管理栄養士, 放射線
技師, 臨床検査技師, 臨床工学技士などの資格職が配置されている。各系統の長には, 医











組織 地方自治体の内部組織 地方自治体の内部組織 独立した法人
代表者 首長 管理者 理事長
経営目標 制度なし 制度なし 設立自治体の長が中期
目標を設定
評価制度 制度なし 制度なし 地方独立行政法人評価
委員会による実績評価
予算調製権 首長 首長 理事長
























は, 従事する職員たちは, 多様な役割を担っている。たとえば看護師の場合, 診療の場面
であれば, 医師が上司であり, 看護の場面では看護師長が上司となり, 指揮を受ける。す











病院事業局長を補佐する組織として県立病院課が置かれ, ２つの病院の人事, 予算, 決算,
経営戦略, 経営計画等を所掌している。一方, 後者については, 旭市（千葉県）における
病院事業を具体例として示すことができる。同市の病院事業では, 管理者の権限に属する















いる。総務系統の主な業務は, 公印の管守にはじまり, 人事・給与, 文書, 予算及び財務,
院内の連絡調整, 物品の購入, 委託及び賃借の契約, 土地, 建物, 附帯設備及び医師住宅
の管理及び処分などでその業務範囲は極めて広い。一方, 医事系統は, 受付及び入退院事
務にはじまり, 診療費の算定及び出納保管, 診療報酬等の請求事務, 診療費の滞納整理,
医事統計など診療業務等に関する事務的な業務はすべて担っているといっても過言ではな
かろう。もっとも, 一定規模以上の病院では, レセプト業務や受付等については, 専門の
事業者に委託（アウトソーシング）している例が多くなっている。







織7) の設置状況を問うたところ, 設置している病院が, 60病院(58.3％), 設置していない
病院が43病院（41.7％）であった。当該経営企画組織の組織階層については, 部レベル５
病院(8.3％), 課・室レベル38病院(63.3％), 係・班レベル12病院(20.0％), その他５病院
（8.3％）であった。自治体病院においては, 今後一層経営戦略や経営分析等が重要視さ
れることが予想されることから, 経営企画組織は, 増加することと思われる。




むとともに, DPC (Diagnosis Procedure Combination診断群分類包括評価）が導入される
ことにより, 病院経営に関するデータを院内で分析し, 経営に活用できる環境が整ったこ
とも経営系統立ち上げの一因とも考えられる。
一方, 自治体病院の事務部門の職員, 特に行政職で採用された職員にとって, 病院は数
多くある配属先の一つにしかすぎない。事務系統の職員は, 税務, 福祉, 土木, 農政, 環








ほかに, 日常的に本庁との対応, 折衝, 議会や議員との対応に奔走させられることが多い。
さらに３～５年ごとに本庁や病院以外の部署への異動があり, そのたびに医療情勢に通じ
ていない新しい人が赴任してくるのが現状だ｣9) と論じる。












マネジメントを支援し, 経営戦略, 長期計画, 経済分析, 特命事項などの職能を有する。
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しかしながら,「ハコ」だけでは, 不十分である。経営改革には, 経営戦略, 経営組織
等経営に関する知識はもちろんのこと, 医療全般に精通することが求められる。このよう
な知見を持つ職員を配置して, はじめて改革推進組織の機能が発揮できるのである｡「多
くの医療機関には戦略がない｣10) との指摘があるが, 今や病院の経営環境が厳しい中, 高
度な経営戦略が必要とされる時代である。このような時代には, 中途半端な, 付け焼き刃
的なものではなく, 経営の分野に関して体系的で, 専門的な知識・技術が要求される。ま
た, すでに述べたように, 病院は, 医療技術の専門家の集団で構成されていることから,
こうした集団における理解の促進や経営意識の醸成を図るためには,「専門性を高めて専


















改革においても, 各部門の課題は, 互いに連動していることが少なくなく, 経営人材は,
十分な調整能力を備えることが期待される。併せて, 部門間の連携強化に貢献できる「潤
滑油的な存在」となることも重要である。








して, あるいは共鳴して, 彼, 彼女たちが最高のパフォーマンスが遂行できるよう支える
ことが望まれる。
３ 経営人材の配置状況
民間の病院には, アメリカや日本の大学院で医療経営学を学び, MBA (Master of





























































































お，現行制度のもとでは, 職員の採用や昇進については, 一部適用, 全部適用に関わりな
く, 人事委員会が行うこととなっている17)。
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また, 病院経営に関する大学院は, 絶対数は多くはないものの, 近年すこしずつ増加し
ており, 入学者は, 学部からの新卒者, 医師, 薬剤師, 病院事務職員等多岐にわたってい
る。２年間にわたって経営学を中心とした密度の濃いカリキュラムで体系的な専門教育を
行うのであるから, 病院経営の即戦力となることは十分に期待できる。
病院経営に関する資格は, 病院経営管理士, 医療経営士, 診療情報管理士等があるが,
国家資格ではなく, 民間団体による認定である。いずれの資格も, 取得するにあたっては,


















いても, 事務職員の意欲の低下が見られるのであれば, 自治体病院では, 先の人事ローテー
ションという特殊な事情が加わり, 杉政孝氏の指摘は民間病院以上のものであるというこ
とになる。








 む す び
病院における経営人材育成については, すでに1987年に当時の厚生省が設置した「医業
経営の近代化・安定化に関する懇談会」の報告書において「経営に関する知識を持つ事務






















3) 吉田忠彦「非営利組織とは何か」『非営利組織論』有斐閣, 2009年, ４頁～７頁。
32
4) 伊関友伸「変化の時代に事務長に求められるもの」『病院』医学書院, 71巻６号, 2012年６
月, 439頁。




答を得た。(回収率：89.6％） 回答者の属する病院の組織形態は, 一部適用31（30.1 ％), 全
部適用57（55.3 ％), 地方独立行政法人７（6.8％), その他８（7.8％）であった。病床数は,




8) 加藤 進「外部から入った事務局長の見た自治体病院」『病院』医学書院, 71巻６号, 2012年
６月, 469頁。
9) 世古口務「DPC／PDPSの導入を契機にした事務職員の意識改革による経営改善」『月刊保
険診療』医学通信社, 第67巻第９号, 2012年９月, 61頁。
10) 井出博生「病院経営の基本戦略」『医療経営学第２版』医学書院, 2011年, 43頁。
11) 中島明彦『ヘルスケア・マネジメント』同友館, 2007年, 267頁。
12) この設問は, 複数回答可とした。





17) 病院事業の管理者が, 人事委員会の承認を得て, 医師, 看護師, 薬剤師等の医療従事者の選
考試験を直接行うことは, しばしば見られる。
18) ただし, 地方独立行政法人への移行直後は, 法人が採用した職員と自治体からの出向職員が
混在する例が見られる。このような場合, 出向職員は, ３～４年のローテーションで出向元の
自治体に戻るケースが一般的である。
19) 地方自治法では, 都道府県, 指定都市, 中核市は包括外部監査契約の締結が義務付けられて
いる。包括外部監査契約の相手方となるのが「外部監査人」である。外部監査人としての資格
を有するのは, 弁護士, 公認会計士等のほか, 地方自治体で監査若しくは財務に関する事務に
５年間従事した者で自治大学校の監査事務課程を修了した者などに限定されている。
20) 杉政孝『病院の組織と人間関係』医学書院, 1973年, 286頁～296頁。
21) 厚生省健康政策局編『これからの医業経営』中央法規出版, 1987年, 16頁。
22) 齋藤貴生『自治体病院の経営改革』九州大学出版会, 2012年, ２頁。
23) 本稿の内容は, すべて筆者個人のものであり, 筆者が所属する組織の意見や所見ではない。
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